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　泉健太代表は、東日本大震災、東京電力福島第
一原子力発電所事故から11年となることを受け、
2021年12月27日に代表就任後初めて福島県
を訪問し、東京電力福島第一原子力発電所を視察
するとともに、浪江町役場、福島県庁等で知事、町
長、住民らと意見交換を行った。また2022年3月
11日には岩手県、宮城県をそれぞれ訪問し、談話
を発表するとともに、立憲民主党がこれからも被
災者、被災地に寄り添い続け、この問題を風化させ
ることなく、復興に向けて全力を尽くしていくこと
を改めて確認した。

福島復興再生特別措置法の改正
　政府は208回通常国会に「福島復興再生特別
措置法の一部を改正する法律案」を提出した。本
法案は、新たな産業の創出及び産業の国際競争力
の強化に資する研究開発等に関する基本的な計
画を定めること、福島国際研究教育機構を設立す
ることなどを主な内容としたものである。
　東日本大震災復興本部および震災復興部会で
は、本法案が福島の真の復興再生につながるのか
を含めて慎重に検討した結果、本法の施行にあたっ
て、福島国際研究教育機構が新産業の創出、人材育
成等を推進する創造的復興の中核拠点となるよう
長期的かつ十分な予算、体制を確保することや、わ
が国の科学技術力・産業競争力の強化を図るため、
世界レベルの研究者を呼び込むこと等を求める附
帯決議を付して賛成した。本法案は可決・成立した。

学校へのＡＬＰＳ処理水チラシ配布に抗議
　政府が、「トリチウムの健康への影響は心配あり
ません」などと安全性を強調したチラシを放射線

副読本にあわせて、県教育委員会、市町村教育委
員会を通さず学校に直接送付したことに抗議の声
が上がった。こうした一方的なチラシの送付は、漁
業関係者や自治体などへの配慮を欠いていると言
わざるを得ない。立憲民主党は2022年3月10日
に申し入れを行い、①政府は安全の押し付けを止
めるべく、早急に学校へのチラシの配布を中止・回
収すること、②教育行政を担う文部科学省はこの
ような教育現場の混乱について重く受け止めなけ
ればならないこと等を要請した。
　立憲民主党はこれまで、ＡＬＰＳ処理水の処分方
針について、①国民への説明と十分な議論を経た
上での決定、②海洋放出・大気放出以外の処分方
法、例えばトリチウムの分離等の根本的解決策や
福島のみに負担を強いることのない処分方法の検
討、③具体的かつ実効性のある風評被害対策、の
3点を求めてきた。

原発事故避難者に対する最高裁判決
　東京電力福島第一原子力発電所事故の避難者
が国に損害賠償を求めた集団訴訟で、最高裁は
2022年6月17日、国の賠償責任を否定する判
決を言い渡した。同種の訴訟は全国で約30件あ
り、今回の最高裁判決は福島、群馬、千葉、愛媛の
各県で提訴された4件の統一判断である。二審段
階で群馬訴訟は国の責任を否定したものの、残る
3件では国の責任を認めていた。立憲民主党は、判
決にかかわらず、国は責任を持って東京電力福島
第一原子力発電所事故からの復興、避難者への支
援を続けるべきであり、県外避難者を含めた被災
者の最後の一人に至るまで支援を進めるべきであ
ると考えている。
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第2章  政務調査会・各分野の対応

消費者契約法改正案に消費者目線の対案提出
　208回通常国会に政府から提出された「消費者
契約法及び消費者の財産的被害の集団的な回復
のための民事の裁判手続の特例に関する法律の
一部を改正する法律案」について、政府の検討会
報告書に関するヒアリングを行うとともに、消費者
団体や弁護士団体などの消費者目線の声を重視
し、政策議論を行った。
　政府案については、立憲民主党の調査により、検
討会報告書と比べ改正事項が大幅に抜け落ちてい
たことが判明したほか、附帯決議の内容が期限を
迎えても対応されていないなど、消費者の権利を
軽視していると言わざるを得なかった。さらには、
衆議院の消費者問題に関する特別委員会では、「消
費者契約法は、制定時に、小さく産んで大きく育て
るんだと言いながら、結局小さいまま」と、参考人か
ら怒りの発言があった。
　こうしたことから、立憲民主党は消費者の権利
の実現のため、対案として「消費者被害の発生及
び拡大の防止並びに消費者の利益の一層の擁護
及び増進を図るための消費者契約法等の一部を
改正する法律案」（消費者の権利実現法案）を提出
した上で、政府案の問題点を厳しく追及した。水面
下で政府案の修正も模索したものの与党は応じな
かったが、消費者政策を一歩でも前進させるべき
と判断し、政府案には賛成した。政府案は成立し、
消費者の権利実現法案は審査未了となった。（詳
細p.41）

契約書面等の電子化の廃止に向けた取り組み
　2021年に成立した「消費者被害の防止及びそ
の回復の促進を図るための特定商取引に関する

法律等の一部を改正する法律案」は、改正内容とし
てそれまで消費者庁検討会等で全く俎上に上がっ
ていなかった契約書面等の電子化が規定されてい
たため、国会審議を通して修正された上で可決・成
立し、施行時期が1年間後ろ倒しされた。政府はそ
の期間を使って消費者団体や業界団体等が参加
する検討会を開催し、電子化に係る消費者からの
承諾の取り方等について議論がなされているもの
の、合意形成は難航している。立憲民主党は、今後
も引き続き検討会の議論を注視し、契約書面等の
電子化の廃止に向けて働きかけていく。

食品ロスの課題を精査
　食品ロスは、国内では、年間約522万トン、1人
当たり約41キロ発生している（2020年度推計
値）。米や肉などの食料の生産には多くの資源・エ
ネルギーが必要なため、近年排出された温室効果
ガスのうち、約10％は食品ロスによるものと推定
され、これは自動車から排出される量に匹敵する。
　こうしたことから、立憲民主党は消費者部会、環
境・原子力部会、農林水産部会合同で会議を開催
し、現状と課題について政府、専門家やフードバン
クを運営する市民団体からヒアリングを行った。そ
の中で、食品ロスの発生による環境への影響は当
然問題であるが、一方で生活困窮家庭への支援に
未利用食品を生かし切れていない現状があること
や、東京オリンピックの際に問題となった弁当廃棄
のように、廃棄をする方がコストがかからない社会
の仕組みに課題があることが分かった。
　立憲民主党は、環境対策と生活困窮者対策を両
立する食品ロス対策について、引き続き検討・提言
を行っていく。

2022.5.31
つながる本部・消費者部会合同会議にて、「成年年齢引き下げ」から考える
今後の課題について弁護士や消費者団体、教育関係者と意見交換
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